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小・中学校のトイレ改修 

計画的に早期実施を 
耐震補強がほぼ完了している学校施設の次なる大きな課

題の一つは、児童数の減少等を見据えたトイレ改修・洋式化と

エアコン整備です。 

とりわけ、「臭い、汚い、暗い」の３Ｋとされる学校のトイレ改

修及び洋式化は、「トイレで用を足せない」子どもたちの心身

の成長と安全安心な学校生活環境の充実の観点から”待った

なし”の緊急課題です。 

地元の松ヶ丘小学校のトイレ改修の先送りに伴う市教委へ

の緊急要望、特別委員会で視察した古牧小学校校長からのト

イレ改修の切なる要望などを踏まえ、トイレの改修・洋式化の

計画的全面実施を強く求めました。 
 

57棟・45.2％の校舎で未改修 
H29年度当初で、建築後 30年以上のトイレが

ある校舎は 126棟、内 57棟（45.2％）が、体育館

では 13棟のうち 10棟（76..9％）が未改修です。

財源確保がネックとなり、毎年改修を重ねてい

るものの追いつかない状況にあります。 

トイレ洋式化率は 48.1％ 
洋式便器は４,２９４基のうち２,０６４基で、洋式

化率は４８．１1％。市内の学校トイレの洋式化はＳ

６０年代から始まり、Ｈ２５年頃からは各トイレに和

式便器 1基を残して洋式便器を設置する形に変

遷。今後は、全て洋式便器による整備を予定す

るとしています。 

未改修トイレの現状を調査し、 

改修方法や目標年次等を検討 
市教委は、未改修トイレの整備について「施

設老朽化に伴う臭気や漏水が生じている施設

もあることから、改めて各学校の現状を調査し、

配管を含めた全面改修か、便器の洋式化のみ

で対応できるかを分類し、Ｈ３２年度までに策定

する学校施設長寿命化計画との整合を図り整

備することを基本にしたい」と答弁。 

今後の見通しでは「優先順位をつけて随時改

修していく」と答弁するにとどまりました。 

要するに、現段階ではトイレ改修の完了目標

年次が定まっていないということです。 

後手に回っている感が否めません。 

長寿命化計画と同時に 

トイレ改修計画の策定を 
トレイ改修が進まない学校では「トイレに行け

ない子」が放置されかねないことが懸念されま

す。経費の３分の１を支援する国の補助金が認

められない場合は、市の単独事業で実施するこ

とも必要でしょう。 

市教委が改めて取り組むとする現状調査と

改修方法の分類化の動向を見極め、引き続き、

速やかに目標年次を定めた整備計画の策定を

求めていきます。 

 

３月市議会 

質問より 
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エアコン設置は「現市長の任期中に完了めざす」 
小中学校へのエアコン整備もまた“待ったな

し”の課題です。 

７９校ある小・中学校へのエアコン整備には、

約４０億円かかるという試算を示し、「ＰＦＩ事業

など整備手法等を広く検討し、できるだけ早期

に実現したい」との考え方を示してきました。 

新年度では学校に温湿計を設置し調査する

ことに。調査実施後の整備の展開・見通しととも

に、市長の選挙公約でもあったことから、市長２

期目任期中に実現・完了させる決意があるのか

を質しました。 

教育委員会・教育次長の答弁ですが、「できる

だけ早期に経済的かつ効率的な整備に向けて

工夫し、現市長任期中の完了を目指したい」と

初めて目標時限を明確にしました。 

任期中ということはＨ３３年（２０２１年）秋まで

に完了させるということです。事業が進むこと

を大いに期待したいと思います。 

…スパイラルでの児童の重大事故… 

教訓生かし、学校現場に再発防止策の徹底を 
昨年１月２７日、長野冬季五輪のボブスレー・リ

ュージュ競技施設であるスパイラルで、地元浅

川小学校３年生の課外学習として行われた「リ

ュージュ体験学習」において、参加した児童が

左脛を開放骨折する重大事故が発生していま

した。治療に１年余を有し、神経に後遺症が残る

重大事故です。しかも、救急搬送されたにもか

かわらず、体験学習は中断・中止されることなく

継続されていました。 

市教委が「重大事故」として調査を始めたの

は事故から４か月後。初動体制をはじめ、文部科

学省が定めた「学校事故対応に関する指針」に

基づき、適切かつ十分な対応を学校現場に徹

底するよう質しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校でのいじめ事案…初めての「重大事態」として 

第三者調査委員会の設置に力尽くす 
市内小学校で初めて「重大事態」として認識

し対応するいじめ事案が明らかに。 

第三者委員会による調査・検証が、被害児童・

保護者にしっかり寄り添い、公正、適切、真摯に

行われること、市教委として学校現場に対し、

いじめの未然防止・早期発見、いじめ防止対策

推進法に基づくいじめ事案への適切・迅速な対

応の徹底を図ることを求めてきました。 

３
月
３
日
付
の
信
濃
毎
日
新
聞
の
報
道
よ
り 
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市立公民館のコミュニティセンター化を質す 
市教育委員会では、社会教育法第 20 条に基づき設置・運営されている市立公民館（全 29 館）

を社会教育法の適用を除外し、市長部局の所管となるコミュニティセンター（略称・コミセン）に移

行させる方針を固め、新年度では 6 月議会に条例案を提出し、モデル事業に着手したいとしてい

ます。 

拙速に進めないよう釘をさす 
戦 後 、 社

会教育法に

基づき 、長

きにわたり

社会教育、

生涯教育の

拠点として

中心的な役

割を担って

きた公民館

の位置付け・

機能の見直しは、これまで公民館が果たしてき

た役割をしっかりと評価・検証した上で、慎重に

進めるべきであると考えます。 

なぜなら、社会教育法の適用を除外する規

制緩和により、社会教育・生涯学習の拠点とし

ての役割が希薄にならないかを懸念するから

です。拙速に進めないことを強く求めました。 

営利目的の利用は制限を 
コミセン化の大きな特徴は、社会教育法が禁

止する「営利目的の事業」の制限を緩和する

ことです。 

営利目的を含む民間開放により、地域の団

体利用が弾き飛ばされてしまい、地域コミュ

ニティの拠点としての機能が損なわれてしま

うことが極めて危惧されます。 

私は、住自協や地域の団体のまちづくりに資

する営利活動への利用開放は「是」としますが、

原則的に民間事業者の営利目的事業は排除す

べきであると考えます。 

条例制定にあたり、民間の営利目的事業の利

用を明確に制限すべきと質しました。 

「地域づくり・生涯学習の推進を

最優先、営利活動は制限する」 
教育次長は、「条例・規則において施設利用の

目的を明確に示すとともに、地域づくり、市民福

祉の向上、生涯学習の推進を最優先とし、営利

活動のための施設利用や販売行為などについ

て制限を設けていく」「併せて、運営審議会や

運営委員会を引き続き設置し、住民本位の運営

を原則とする」と答弁しました。 

“学び”を通したまちづくりの拠点として住民

本位で運営されるよう、条例制定、モデル事業

をしっかりとチェックしていく所存です。 
【表は教育委員会の資料より】 
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「市民総元気予算」…新年度予算１,４９９億５千万円 
３月市議会定例会に提案されたＨ３０年度一般会計当初予算案は総額１,４９９億５,０００万円、対前

年度当初比で１２．１億円、０．８8％増です。 

合言葉は「ながのベジライフ宣言」 

と「カンバック toながの」 
「市民総元気予算」と銘打ち、健康・予防の推進や

福祉の充実、「ながのベジライフ宣言」と「カンバック

to ながの」を合言葉に、子どもから高齢者まで、全て

の市民の皆さんが、元気で、ともに活き生きと暮らして

いける“ながの”を実現する予算と位置付けています。 

放課後の居場所の有料化など 

元気削がれる負担増も 
新年度では、放課後子ども総合プラン（児童センタ

ー・こどもプラザ）の有料化、介護保険料の引き上げ

（基準額で 5,670 円に、180 円、3.3％の増）、さらには、

国民健康保険事業の県域化により、Ｈ３０年度は保険

料が据え置きされるものの、Ｈ３１年度、Ｈ３３年度にそ

れぞれ０．３％（一世帯当たり４,３００円）引き上げを盛り

込んだ「第 1 期財政健全化計画」が策定されました。 

国保や介護の市民負担増は、国の制度設計による

もので、地方自治体としては進めざるを得ないところ

があります。しかしながら、市独自に暮らしのセーフテ

ィネットを拡充させていくことも問われています。 

「市民総元気予算」が掛け声倒れにならないよう、

厳しくチェック、提言していきます。 
 

まちづくりアンケート…「利用しやすい公共交通の構築」がトップに 
Ｈ２９年度まちづくりアンケートで、「住みよい長野市をつくるため、特に力を入れるべきだと思

う施策」に、「バス・鉄道など利用しやすい公共交通の構築」が 33.6％でトップに浮上しました。 

市民の足を守る…地域公共交通の利便性の向上と利用促進は喫緊の課題です。 
 

バス・ロケーションシステム導入へ 
新年度、スマホによるバス・ロケーションシス

テム（路線バスが今、何処にいるかがわかるサ

ービス）の導入が県との共同事業で実現する運

びとなりました。求め続けてきた施策です。路線

バスやコミバスの乗換案内として機能する「信

州ナビ」と連動して利便性の向上につながるこ

とを大いに期待するものです。 

パーク＆ライドの推進へ 
 公共交通への乗り換えを図る基盤整備とし

て「パークアンドライド」が有効です。バス停に近

く駐車場が広いスーパーや量販店などと連携

し、商品券の購入による駐車スペースの確保と

いったウィンウィンの関係となる仕組みをつく

ることを提案しました。「実現に向け具体的な検

討を進める」と答弁されました。 

ノーマイカー運動の具体化迫る 

できるだけマイカーに依存しない暮らしに向

け、９月を「公共交通利用促進月間」と位置づけ、

県のノーマイカー運動と連携して、事業者だけ

でなく市民参画を促す取り組みを広げること、

くるるポイントを特別に付加する「もう２回バス

乗車運動」を具体化することなどを求めました。

具体化に向けて力を尽くす所存です。

市民が主役、幸せ実感できるまちづくりを 
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